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平成２８年度の新設着工戸は前年比より 

５.８％増の９７万４１３７戸 
 

国土交通省が発表した平成２８年度(平成２８年４月～平成２９年３月)の新設住宅着工戸数は、 

９７万４,１３７戸(前年同期比５.8％増)と、２年連続の増加となった。 

 

種別では持家が２９万１,７８３戸(同２.6％増)と２年連続の増加、貸家４２万７,２７５戸(同１１.4％増)と２年連続の増加、 

分譲住宅が２４万９,２８６戸(同１.1％増)と２年連続の増加となった。また分譲住宅のうちマンションが１１万２,３５４戸 

(同 5.1％減）と昨年度の増加から再びの減少、一戸建住宅が１３万４,７００戸（同６.7％増）と２年連続の増加となった。 

 

さて、近年の推移では、リーマンショック以降の平成２１年度（７７万５,０００戸）から増加傾向が続き、平成２５年度には 

消費税増税の駆け込み需要で９８万７,０００戸と１００万戸の大台目前まで増加した。平成２６年度にはその反動減で 

８８万戸に減少したものの、その後は２年連続で増加するなど増加傾向は続いている。 

しかし、一方でその内容については、この数年は種別で貸家の伸びが顕著で、持家、分譲住宅は横ばいとなっている。 

相続税対策として着工が増えている貸家が新築市場全体を引っ張っている状況で、インテリアファブリック市場が拡大 

しにくい状況にもなっている。 

 

 


